現場代理人及び主任技術者等選任（変更）通知書
                                                                    　　令和　　年　　月　　日
　　（　発　注　者　）　　　　殿
                                                  受注者  住所
                                                          氏名                            印
  次のとおり現場代理人及び主任技術者又は監理技術者等を選任しましたので通知します。
１　工事名等
	工 事 名
	
	開札年月日
	令和    年　  月    日

	工事箇所
	
	契約年月日
	令和　　年　　月　　日


	２　現場代理人
	 現場代理人の
 顔写真を貼付

	
	氏　名（生年月日）
	                        （　　　．　 ．　 生）
	
	

	
	現場代理人の委任除外権限
	
	
	

	
	
	
	
	

	３  主任技術者又は監理技術者
	

	
	技術者の区分
	技術者の専任性
	
	　 現場代理人　

	
	□  監理技術者
	専任配置
	
	

	
	
	
	
	主任技術者又は 監理技術者の
顔写真を貼付

	
	□  主任技術者
	□専任　　□兼任
	
	

	
	氏　名（生年月日）
	                       　　  （　　． ． 生）
	
	

	
	資　　　　　　　格
	
	
	

	
	登録番号又は資格者証番号
	
	
	

	
	雇　用　年　月　日
	
	
	主任(監理)技術者

	
	営業所の専任技術者
（すべて記載すること）
	建設工事の種類
	氏　名
	生年月日
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	（    ． ． 生)
	

	
	
	
	
	（    ． ． 生）
	

	
	
	
	
	（  　． ． 生）
	

	
	
	
	
	（  　． ． 生）
	


（注）１　□には，当該工事に該当する一方をチェック又は塗りつぶすこと。
主任技術者を配置する場合，技術者の専任性の欄は，請負代金額が3,500万円以上（建築一式工事は7,000万円以上）の工事又は入札参加資格として技術者の専任配置が求められた工事は「専任」とし，それ以外の工事は「兼任」とする。
２　現場代理人及び主任技術者又は監理技術者と受注者との直接的，恒常的な雇用関係が確認できるもの（健康保険証等（写しでも可））を提示すること。ただし，現場代理人については，原則として請負対象金額が200万円未満を除くものとするが，監督員が特に必要と認める場合には提示を求めることができる。
＜直接的な雇用関係＞　主任技術者等と所属建設業者との間に雇用に関する一定の権利義務関係が存在することであり，在籍出向者や派遣社員は含めない。
＜恒常的な雇用関係＞　入札参加資格として技術者の専任配置が求められた工事における主任技術者等は，開札日（随意契約は見積書提出日）以前に受注者と３ヶ月以上の雇用関係にあることが必要である（当面は，鋼構造物維持修繕工事（鋼構造物工事で新設工事以外の修繕工事等）において配置する専任の主任技術者等に限り，開札日時点で所属建設企業と雇用関係にあることで足りるものとする）。
３　資格欄には，建設業法第７条第２号イ，ロ及びハ並びに第１５条第２号イ，ロ及びハのうち該当するものを記入すること。
資格が，建設業法第７条第２号ハ及び第１５条第２号イ，ハに該当するものは技術者取得資格証明書の写し（建設業法第２７条第１項に規定する技術検定に合格した者については，合格証明書受領までの期間（合格通知書の交付日より半年程度）は合格通知書の写しで可）を，建設業法第７条２号イ，ロ及び第１５条第２号ロに該当するものは実務経験証明書を添付すること。
４　下請金額の総額が4,000万円（建築一式工事は6,000万円）以上となる工事については，監理技術者を選任し，監理技術者資格者証の写し及び監理技術者講習修了証の写しをそれぞれ表，裏とも添付すること。
５　営業所の専任技術者氏名欄には，許可を受けた業種毎に各営業所に配置されたすべての技術者について記載すること。
６　この選任通知書は，総合評価落札方式の場合には，落札候補者となった時点で契約事務担当者へ，その他の場合には契約後，土曜日，日曜日，祝日等を除き１０日以内に監督員へ提出すること。
       　 なお，この選任通知書の内容が変更になった場合は，変更日から土曜日，日曜日，祝日等を除き１０日以内に監督員に提出すること。
